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レンタルスペース一時使用申込書 兼 契約書【法人用】

株式会社エフ・アイ興産　御中
申込人は、別紙「レンタルスペース使用契約約款」、「保証委託契約約款」、「個人情報の取り扱いについて」記載の各条項を熟読し、その内容を十分理解して
合意の上、レンタルスペース使用契約及び保証委託契約を申し込みます。また、申込人は、株式会社クレデンスが本契約を含む取引の与信判断及び与信後
の管理のため、申込人の個人情報を収集・利用することに同意します。なお、事後、上記関係書類の未確認を理由として本契約の無効・取消を主張しないこと
を誓約します。
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社
　
名

フリガナ

代
表
者

フリガナ

あんしんトランクルーム保証 保証委託申込書 兼 契約書

利用開始予定日 年　　　月　　　日　

第二連絡先記入欄（担当者または代表者のご親族のどちらかを必ずご記入下さい）

代表電話 FAX

申込日  年　　　月　　　日　

ご
住
所

フリガナ

メールアドレス ＠

予　定
使用理由

保管品

600 ⑤月額保証料 600 ⑧月額保証料 600

　　　　　　　　　　　　　プラスワンストレージ椎名町・要町

固定電話

携帯電話

第二連絡先を優先的な連絡先として使用する

□はい　　　□いいえ

フリガナ

所属
or

続柄

支払
内容

支払
口座振替　（支払日：毎月27日）※支払日前日までに預金口座にご入金下さい。

方法

連
絡
先

お
名
前

承認番号
（審査後に使用）

承認番号
（審査後に使用）

承認番号
（審査後に使用）

所
在
地

フリガナ

物
件
名

物
件
内
容

号室 号室

月額利用料等合計
（①+②+③の合計）

◆不法投棄禁止（不法投棄は告発される場合がございます）

契約日 利用期間 自

●ご記入はお申込人ご自身でお願い致します。本申込後、弊社より緊急連絡先に確認のご連絡をさせて頂くことがあります。　●審査に必要となる証明書等（商業登記全部事項証明書、等）につきましては、

別途ご案内致します。　●勤務先の在籍確認及びご本人様との申込内容の確認をさせて頂くことがあります。　　●審査の結果、保証をお受けできない場合もございます。

キャンペーン料金 円 キャンペーン
適応期間

220 ⑨決済サービス料 220

～ その他
条件等

□キャンペーン料金適用
□通常料金適用

月
額
使
用
料
等

220 ⑥決済サービス料

口座振替開始日 年 月

保証会社
【丙】

株式会社クレデンス
千代田区飯田橋1-3-2　曙杉館ビル3Ｆ
ＴＥＬ：0120-142-093　　ＦＡＸ：0120-209-355

会社謄本を確認した

ⅰ
スペース提供者

【甲】

株式会社エフ・アイ興産
新宿区西新宿6-18-1
住友不動産新宿セントラルパークタワー24F
ＴＥＬ：03-6273-7838　　ＦＡＸ：03-6273-7886

□はい　　　□いいえ契約事務手数料
（①+④+⑦）×50％

ⅱ 初回保証料
（①+④+⑦）×50％（非課税）

日 備考
・口座振替登録が完了するまでは、コンビニ払込用紙でのお支払いとなります。
・その際の払込手数料はご契約者様負担となります。
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等

①月額利用料
月
額
使
用
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等

④月額利用料

号室

～至

月額利用料等合計
（④+⑤+⑥の合計）

月額利用料等合計
（⑦+⑧+⑨の合計）

③決済サービス料

⑦月額利用料

②月額保証料

印

支払委託
を申込む
支払委託
を申込む
支払委託
を申込む
支払委託
を申込む いいえはい

通信欄



レンタルスペース使用契約約款 
 

第１条（総則） 
 本レンタルスペース使用契約約款（以下、「本約款」という。）はスペース提供者であ
る株式会社エフ・アイ興産（以下、「甲」という。）が、使用者（以下、「乙」という。）
に対し、甲の所有または管理する施設（以下、「甲施設」という。）内において提供する

すべてのレンタルスペース（以下、「契約物件」という。）に係る一切の使用契約（以下。
「個別使用契約」という。）に適用される。ただし、個別使用契約の定めが本約款の定め
と矛盾する場合は、個別使用契約の定めが適用される。 
２．乙は、個別使用契約の締結前に必ず本約款の内容を認識することとし、個別使用契

約を締結した時点以降、乙に対して本約款（改訂があった場合は改訂後の内容を含む。）
が適用されることを承諾する。 

３．甲が本約款を変更する場合、甲は乙への書面による通知または甲のホームページ等
における掲示を行い、この通知の時または掲示の時いずれか早い時点をもって変更後
の本約款が当然に適用され、乙は変更後の本約款を承認して契約物件を利用するもの

とみなされる。 
第２条（個別使用契約の締結） 
乙が甲指定の申し込み方法を用いて申し込みを行い、甲がこれを承諾した時点で個別

使用契約が締結される。 
２．契約物件の利用料は『レンタルスペース一時使用申込書兼契約書・あんしんトラン

クルーム保証委託申込書兼保証委託契約書』（以下、「申込書兼契約書」という。）に記

載のとおりとする。 
３．乙は、個別使用契約の締結と併せ、甲が指定する保証会社である株式会社クレデン

ス（以下、「丙」という。）との間で、保証委託契約（以下、「本保証委託契約」という。）

を締結しなければならない。 
第３条（基本的事項の確認） 

個別使用契約において「収納物」とは、契約物件内に乙が随時収納するすべての物品

をいう。 
２．甲乙は、個別使用契約が仮設の構造物である契約物件を一時的に利用する契約であ

ることを認識し、また当該構造物の上部及び下部に空間が空いており他の部分と区画

もされておらず独占的・排他的な支配が不可能であることから、当該構造物には借地
借家法の適用が無いことを確認する。 

３．個別使用契約は甲が乙に対し、一時使用のためにスペースを提供するものであり、

甲が乙より収納物を預かるものでも、乙の収納物を保管するものでもない。 
４．乙は収納物を含む契約物件内のすべての物品の管理に責任を負い、かつ、すべての

物品の直接占有者となることを確認する。 
５．乙は契約物件内にある収納物を含むすべての物品について事実上及び法律上の責め

を負うものとし、当該物に滅失、毀損等により損害が生じた場合、乙がその責めを負
う。一方、甲は、債務不履行責任・不法行為責任等名目の如何を問わず、収納物を含

むすべての物品に生じた損害について一切の法的責任を負わない。 
第４条（契約期間） 

個別使用契約に基づく契約期間は、契約開始日より６ヶ月間とし、その後は１ヶ月単

位の自動更新とする。また、契約期間満了日の１ヶ月前までに、甲または乙により書面
による契約終了（以下、「解約」という。）の申し出がなく、かつ乙が引き続き利用資格
を有すると甲が認めた場合は、個別使用契約は従前と同一条件にて自動更新される。 
２．乙は、個別使用契約成立後、前項の契約期間開始前に個別使用契約を解約する場合、

解約に伴って発生する費用等に充当される所定のキャンセル料として、甲に対し金
5,000 円を支払う。 

第５条（期間内解約） 
契約期間中といえども、甲または乙はその理由の如何を問わず、相手方に対し書面に

よる事前通知を行うことで個別使用契約を解約できる。この場合、相手方に当該通知が

到達した日の翌月末日にて個別使用契約は終了する。ただし、左記期日より後の期日を
解約希望日とした場合は、当該解約希望日が属する月の末日にて個別使用契約は終了す
る。 
２．乙は前項の予告期間に代え申込書兼契約書に記載の利用終期までの残期間の利用料

並びに固定費用を解約希望日までに相手方に支払うことにより、即時解約ができる。 
第６条（利用料等の支払い） 

乙は、甲が請求（電子データによる請求も含む。）する利用料（以下、「利用料」とい
う。）、及びその他毎月定期的に利用料と共に支払われる費用（管理手数料等）等合計の
金員（以下、「固定費用」という。）を甲の指定する集金代行会社である丙の口座振替に

より、翌月分を毎月 27 日（銀行休業日の場合は翌営業日）に支払うものとする。但し、
初回の口座振替手続き申込完了までは、申込月分及び翌月分を甲の指定する金融機関へ、
甲の指定する期日までに振り込み支払うものとする。なお、支払に際して生ずる振込手

数料等の費用は乙の負担とする。 
２．口座振替による口座振替手数料（消費税込）は、乙の負担とする。 
３．乙の預金残高不足により口座振替ができなかった場合、乙は、直ちに甲に対し口座

振替予定額を支払うものとする。この場合、支払時に甲の事務手数料（消費税別 216 円）
を乙は負担する。 

４．乙が翌月分の金員を支払った後に個別使用契約が解除された場合であっても、契約

期間中に乙が支払った金員は返還しない。 
５．乙は個別使用契約に基づく利用料、固定費用等課税対象料金について法令の定める

ところに従い消費税を付加して支払う。なお、契約期間中において、消費税率が改正

されたときは、改正適用日以降当然に新しい消費税率が適用され、以後その消費税率
で計算された消費税を付加して支払う。 

６．請求に係る期間が１ヶ月に満たない場合は、当月の利用料金を日割りして計算する

ものとする。なお、日割り計算は１ヶ月を暦日数として計算する。 
第７条（利用料等の改定） 
契約期間中であっても、物価の変動、利用料・固定費用等の相場変動、経済情勢の変

化、公租公課等の変動等の諸事情により甲が利用料等の変更をする必要が生じた場合に
は、甲は乙に書面による事前の通知により利用料等の金額を改定することができる。 
第８条（遅延損害金） 

乙が利用料・固定費用等の甲に支払うべき金員の支払いを遅延した場合、甲は支払期
日の翌日から支払日に至るまで、当該遅延した支払金額に対し年率 14.6％（年 365 日の
日割計算）を乗じた額の遅延損害金を請求することができる。但し、乙はこの遅延損害

金の支払いにより、甲による契約解除権の行使を免れるものではない。 
２．前項の場合における督促にかかる費用については、甲は乙に対しその実費の負担を

請求できる。 
第９条（特別出動） 

甲は乙に対し、その理由の如何を問わず乙の要請により甲または甲が委託した者がセ
キュリティカードの紛失・破損、顧客間のトラブル等で緊急に出動した場合には、１回

の出動につき金 15,000 円（消費税別）の費用を請求することができる。なお、甲または
甲が委託した者は、即時の出動若しくは乙が希望する日時に出動することに応じること
を保証するものではない。 
２．前項の金額を超える費用については、甲は別途乙に対しその実費の負担を請求する

ことができる。 
第１０条（収納物管理責任 損害の補填） 
乙は、甲または第三者に損害を与えることのないよう善良なる管理者の注意をもって

契約物件を使用し、契約物件内の収納物を管理、保管する責を負う。また、乙の依頼若
しくは承諾により乙の家族・友人・知人等（以下、「本件関係者」という。）が収納物の

搬出入を行う場合、乙の履行補助者としてその行為については乙が責めを負う。 
２．乙は自己の契約物件内の収納物により、カビ等の菌類、サビ、異臭等が発生する等、

乙の責めに帰すべき事由により甲または第三者に悪影響を与えるおそれがある事実が

生じたことを発見した場合、直ちに甲に連絡し、甲の指示に従わなければならない。
なお、これに起因して契約物件並びに甲施設・敷地の清掃や害虫駆除、他の契約者の
収納物の移動、その他甲が何らかの措置を施す必要が生じた場合、乙はその費用を負

担しなければならない。 
３．甲が別途契約物件利用に関する利用規約を制定し、若しくは乙に対する指示等を行

う場合、乙はこれを遵守して契約物件を利用しなければならない。 
４．乙は乙自身または本件関係者の責めに帰すべき事由により、甲または第三者に与え

た損害について、その全額を賠償する責めを負う。 
５．個別使用契約に基づく甲施設・契約物件所在地において乙または本件関係者による

物品類の搬出入時等に、故意・過失を問わず契約物件及び甲施設の諸設備を破損・汚
損した場合、乙はその損害の責を全て負う。また、第 13 条に定める禁止収納物による
損害が発生した場合においても、乙はその責を全て負う。 

６．乙は少なくとも毎月 1 回以上契約物件の扉を開け、収納物の収納状態等の点検をし
なければならない。 

第１１条（通知義務） 
乙は、個別使用契約が終了するまでの間、その終了事由の如何を問わず、甲に届け出

た事項に変更が生じた場合は、甲に対し直ちに変更後の事項を書面にて通知し、甲の確
認（承諾）を得なければならない。なお、変更した事項が乙の住所・氏名（本店・商号）

である場合は、これを証する公的書面（住民票や商業登記簿謄本等）を添付書類として
通知する。 
２．乙は、契約物件並びに隣接する他の物件に異常を発見した場合は、速やかに甲に連

絡のうえ、かかる異常に甲の物件管理に協力しなければならない。 
第１２条（通知及び意思表示） 

甲から乙への通知・連絡を、個別使用契約に表示された乙の住所（第 11 条により変更

の届け出があった場合は、当該変更後の住所）に宛て書面にて発送した場合、当該意思
表示は当該発送をもって有効に乙に到達したものとみなし、発送の時に効力を生ずるも
のとする。また、乙が甲に届け出た、メールアドレスに宛てた電子メールにより発信し

た場合には、当該意思表示は当該発信をもって有効に乙に到達したものとみなし、発信
の時に効力を生ずるものとする。 
２．前項の発送または発信を乙が受領しなかった場合であっても、乙は当該発送または

発信された意思表示が、当該発送または発信の時に効力を生じることに対し異議を述
べることができない。 

３．甲は、乙からの通知・連絡及び意思表示を甲が指定する様式の書面によって行うこ

とを乙に対して請求することができ、乙はかかる請求に応じなければならない。 
４．前項の場合、当該書面の甲への到達をもって、有効な通知、連絡及び意思表示があ

ったものとする。 
第１３条（禁止収納物） 
 乙は、契約物件内に次の動産類を収納してはならない。 
①現金・貴金属・宝石・有価証券・各種金券・通帳・印章・重要書類・書画・骨董品・

美術品・高級衣類・高級家具・高級家電・その他貴重品。 
②食料品・毛皮・革製品・その他温度、湿度等の管理条件が厳しいもの。 
③揮発、発火、発熱、引火等しやすい動産類（シンナー・ガソリン・火薬・石油・ペン

キ等）や火器・銃器・刀剣類等、銃刀法に違反するもの。 

④麻薬、大麻及び薬物法に違反する薬物、盗品、その他、法令上所持、保管、処分が禁
じられているもの。 

⑤産業廃棄物・建築ガラ・腐敗物・汚染物や異臭、悪臭等を発しているものまたはその
おそれがあるもの。 

⑥水分・湿気・砂塵を発するものまたはそのおそれのあるもの。 
⑦動植物等の生物・遺骨・遺灰、その他これらに類するもの。 
⑧カビ・サビ・害虫・害獣等の発生しやすいもの。 
⑨重量（50kg/㎡を超えるもの）、大きさ、丈等が契約物件の規格に合わないもの。 
⑩乙が自己の責任において管理できないもの。 
⑪他の契約者の収納物、物件等に悪影響を与えるおそれのあるもの。 
⑫自動二輪・発電機等原動機がついているもの。 
⑬収納物の総額（契約時の取引価格を基準として算定）が 30 万円を超えるもの。 
⑭その他、レンタルスペースに収納することが適当でないと甲が認めるもの。 
第１４条（禁止事項） 
 乙または本件関係者は、契約物件の利用に際し次の行為をしてはならない。 
①契約物件を住居、事務所等の目的で利用すること。 
②契約物件内外のスペース並びに甲施設・敷地内において宿泊、滞在、飲酒、飲食、営

業行為等をすること。 
③契約物件内外のスペースならびに甲施設・敷地内にて喫煙、火気類を使用すること。 
④大声、騒音等その他近隣に迷惑・不快感を与えるおそれのある行為をすること。 
⑤契約物件の改造、模様替え、釘打ち、ねじ止め、ビス、フック等の設置、シール貼り、

その他現況を変化させること。 
⑥甲が認める場合を除き契約物件に甲が指定する以外の錠・鍵を用いること。 
⑦契約物件以外のスペースに物品類を放置すること。 
⑧契約物件を営業倉庫として利用すること。 
⑨契約物件に駐車場が付されている場合は、物件所在地に収納物の搬出入以外の目的で

車輛を駐車すること。 
⑩法令、公序良俗に反すること。 
⑪その他、個別使用契約及び甲が定める利用規約に反すること。 
２．乙は契約物件を第三者に転貸し、また個別使用契約上の権利を第三者に譲渡、担保

提供、その他これらの行為に準じる処分をすることはできない。 
第１５条（甲の責任の限定） 
 甲は、自らの故意または重大な過失により乙に損害が生じた場合、かかる損害を賠償
する責めを負う。なお、甲が責めを負う収納物の損害の認定に於いては、収納物の客観
的に評価された時価を超えることはなく、乙等の主観的評価により増加する価値は考慮

されない。 
２．前項の場合を除き、甲は収納物が毀損、滅失したことや乙が契約物件を使用した、

または使用できないことにより、乙及び本件関係者等に生じた特別、付随的、偶発的、

間接的、または結果的な損害（営業利益の損失、事業の中断、営業情報の喪失、また
はその他の金銭的喪失による損害等）に対しては予見の有無を問わず一切の責任を負
わない。 

第１６条（甲の免責） 
以下に記載する事由により生じた損害について、乙は甲に対し一切損害（直接・間接

を問わないし、付随する二次的な損害や弁護士費用を含む。）の賠償を請求することがで

きない。 
①天災地変。 
②戦争、内乱、労働争議、盗難、第三者の不法行為、その他甲にとって不測または突発

的な事件事故。 
③停電、通信障害、その他契約物件の所在する甲施設・設備等における甲にとって不測

または突発的な故障、障害。 
④カビ、サビ、結露、漏水、砂害、虫害、ネズミ等による獣害。 
⑤収納物の性質、欠陥、荷造りの不完全、自然損耗・経年劣化等による収納物の滅失、

毀損等。 
⑥第 13 条に定める禁止収納物を収納していた場合。 
⑦乙の個別使用契約の違反、及び管理義務違反等により甲が乙に対し注意・警告したに

もかかわらず、乙がこれに応じない場合または乙若しくは本件関係者等の故意・過失

がある場合。 
⑧公共事業に関わる収容、区画整理、その他公権力の行使、または土地・建物の所有者

等からの個別使用契約に関する甲施設・設備等に対する明渡し請求により個別用契約

における契約物件の使用継続が困難となった場合。 
⑨以上の各号に準じる事由のある場合。 
第１７条（保険の付保） 
乙は、甲が指定する保険会社（以下、「保険会社」という。）との間の契約により、契

約物件内の収納物の火災、盗難等による損害を補償するための損害保険（補償限度額は
15 万円）を付保する。 
２．前項の損害保険の補償は保険会社の規約に基づき行われる。上記の限度額を超える

損害はもちろんとして限度額内の損害であっても、すべての火災・盗難等による損害
及びすべての収納物に対して補償されるものではない。また、保険会社が保険金の支

払いを承認しない損害については、甲はその責任を一切負わない。 
３．乙は、甲が指定する保険会社の変更または保険条件の変更等により、補償される限

度額・補償範囲が変更され、または損害保険の付保対象外となる可能性があることを

予め承諾する。 
第１８条（錠・鍵・カードキー等） 

甲は乙に対し契約物件を利用するための錠、鍵、カードキーを貸与し若しくは暗証番

号を発行する。なお、甲指定の錠、鍵、カードキー等を使用せずに契約物件を利用し、
盗難等が発生した場合は補償対象外となる場合があるものとする 
２．乙は専ら自己の責任にて、前項により貸与若しくは発行された錠、鍵、カードキー、

暗証番号（以下、「鍵等」という。）を管理するものとし、鍵等の破損、紛失、盗難、
失念、第三者による偽造・盗用、第三者への貸与・譲渡等から生じる乙及び収納物に
関する損害について、甲は一切の責を負わない。 

３．乙は本条により貸与された鍵等を複製してはならず、第三者に譲渡、貸与、担保提
供等してはならない。 

４．乙は本条により貸与された鍵等を紛失・毀損等し、盗難等された、場合は直ちに甲

に報告しなければならない。なお、この場合、乙は甲に再交付手数料として鍵等 1 枚
（本）あたり金 10,000 円（消費税別）を支払う。 

５．個別使用契約が終了する場合、乙は契約終了日までに甲（郵送の場合は配達証明付

の郵便または宅配便にて契約終了日必着）に、貸与された鍵等を返却しなければなら
ない。当該期日までに甲が鍵等の受領を確認できない場合は、乙による鍵等の紛失と
みなし、甲は乙に前項の再交付手数料を請求できる。 

第１９条（表明・保証） 
甲および乙は、本件使用契約締結時において、自ら（法人の場合は、その役職員、親

会社、関係会社、主要株主を含む）が過激な社会的・政治的・宗教的活動集団、「暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成 13 年法律第 77 号、その後の改正を含
む。）第 2 条の指定暴力団または指定暴力団連合またはその他集団的にまたは常習的に暴
力的不法行為等を行なうおそれがある団体（以下、「暴力団等」という。なお、暴力団等

であった団体等も含む。）、「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」（平
成 11 年法律第 147 号、その後の改正を含む。）に基づき処分を受けた団体（以下、「大
量殺人団体」という。）その構成員（または構成員であった者）もしくは本件関係者、ま

たはこれらに準ずる反社会的な集団または個人（以下、総称して「反社会的勢力」とい
う。）に該当しないことを表明及び保証する。 
第２０条（破錠・施錠・物件内の立入り等） 
個別使用契約が解約（解除を含む）され、若しくは乙が個別使用契約条項に一つでも

違背した場合、甲は何ら催告なく乙の契約物件に於いて、第 25 条で規定する譲渡担保
の実行の一環として、破錠のうえ契約物件内の確認・収納物の移動をし、また収納物の

有無を問わず新たな施錠をすることができ、これによって乙に損害が生じても、乙は甲
に何らの賠償をも請求してはならない。 
２．甲または甲の指定する業者（以下、「甲指定業者」という。）が契約物件ならびに甲

施設・設備の維持保全を目的とした点検・補修・補強工事等の作業のため、または緊
急かつ安全確保等の理由により、契約物件に立入る事を要する場合には、甲または甲
指定業者は乙に催告することなく契約物件に立入ることができ、契約物件内にある収

納物の移動・処分を含め必要な措置を講ずることができる。 
３．前項において甲が契約物件に立入った事由が乙の責に帰すべき場合には、これによ

り甲に生じた費用、損害を、乙は負担しなければならない。 
４．甲は、必要があるときは、乙に対し通知をすることなく、同一の甲施設内で契約物

件を移動し、または甲施設内の通路を変更する等の措置を講ずることができる。 
第２１条（契約の解除） 
乙に以下に記載する事由の一つでも生じた場合には、甲は相当の期間を定め催告した

うえで個別使用契約を解除することができる。但し、本条①・②・④・⑥・⑦・⑧・⑨・
⑩の場合には甲は乙に何ら催告または通知することなく、直ちに個別使用契約を解除す

ると同時に乙のカードキー等の登録を抹消し、甲施設内への立入りを禁止することがで
きる。契約解除後、甲は開錠またはその他の手段を用いて契約物件内部の点検をし、収
納物の有無にかかわらず新たに施錠し、契約物件内の収納物の一切を個別使用契約第 24 
条の規定による譲渡担保の実行として、処分できる。なお、この場合においては第 22 条
2 項より同 6 項までの規定を準用する。 
①利用料、固定費用、その他個別使用契約に基づき乙が支払うべき金員の支払いを 1 ヶ

月以上遅延したとき。 
②甲が、通常の手段を用いて乙の届け出た連絡先（自宅電話・携帯電話・緊急連絡先・

勤務先等）に連絡しても 10 日以上乙と連絡が取れないとき。 
③乙の届け出による甲の認識済住所に、電気・ガス・水道の契約状況若しくは郵便物の

状態等から、通常の生活を営んでいないと予測または確認できたとき。 
④住所不明により 1 ヶ月以上、新住所の届け出がなく確認が取れないとき。 
⑤甲に対する申告、報告等に虚偽または重要な部分において不正確な表示・資料の省略・

誤解を生じさせる行為を行ったとき。 
⑥故意、過失を問わず甲または第三者に重大な損害を及ぼしたとき。 
⑦第三者により仮差押・差押・仮処分・その他強制執行若しくは競売の申立てまたは、

銀行取引停止処分、公租公課の滞納処分等の信用失墜行為をしたとき。 
⑧破産・解散、会社更生・民事再生、特別清算等の申立てまたは、振り出し小切手およ

び振出手形が不渡りになったとき。 
⑨乙若しくは本件関係者等が反社会的勢力であると認められたとき、または反社会的勢

力のために自己の名義を利用させ、個別使用契約を締結したとき若しくは反社会的勢

力のために契約物件を使用したと認められたとき、及び反社会的勢力を契約物件の所
在する甲施設・敷地に出入りさせたとき。 

⑩乙または本件関係者等が、逮捕・起訴・刑事処分等を受けたとき、若しくは捜査機関

より捜査を受けたとき。 
⑪その他個別使用契約並びに甲が別途定める利用規約に一つでも違背したとき。 

第２２条（契約の終了・明渡し） 
個別使用契約が期間満了、期間内解約、第 21 条の契約解除、その他の事由により終

了した場合は、乙は契約終了日までに契約物件内の収納物を撤去し甲より貸与されたも
のを返却のうえ、必要な修繕を行い、契約物件を原状（契約締結時の状態）に復し甲に
明渡し返還しなければならない。但し、第 21 条に基づく甲の契約解除権の行使若しくは

第 5 条に基づく即時解約により、個別使用契約が即時に終了した場合は、乙は直ちに上
記の明渡しを行う。 
２．前項にかかわらず、乙（本件関係者等を含む）が契約物件の明渡しを行わない場合

には、甲は乙への事前の通知・同意なく、開錠またはその他の手段を用いて契約物件
内に立入り、乙に代わって原状回復ができるものとし、これに要した費用は乙の負担
とする。 

３．甲が前項の原状回復をする場合において、契約物件内に乙の所有に係る収納物・残
置物がある場合、乙は当該収納物・残置物の所有権を放棄したことを認めるものとし、
甲はその裁量により当該収納物・残置物の移動・処分を含め必要な措置を講ずること

ができるものとし、乙はこれにつき一切の異議を申し立てない。 
４．前二項において、甲が負担する費用が生じる場合は、甲はこれらの費用のすべてを
乙に請求することができる。 

５．本条 1 項の契約終了日を経過しても、契約物件内に収納物・残置物があった場合は、
甲は乙に対し、月額利用料・固定費用等の 2 倍に相当する損害金を請求することがで
きる。 

６．解約月においては、常に月末締めとするため使用料・固定費用等の日割精算は行わ
ない。また、解除により契約終了となった場合も同様に日割精算は行わない。 

第２３条（不可抗力） 
天災地変・法令・行政指導その他、不可抗力を事由として、甲の債務が履行不能また

は不完全履行の状態に陥った場合、甲は、予告期間を要せずに、個別使用契約を解約す
ることができる。なお、かかる解約によって乙が蒙った損害について甲は何らの責任を

負わず、乙は名目の如何を問わず、甲に対して金銭その他の請求をすることができない。 
第２４条（集合物譲渡担保契約の予約） 

個別使用契約に基づく、乙が将来負担する一切の債務の担保として、乙は甲との間で、

収納物に対し甲を予約完結権者とし、占有改定により当該収納物を譲渡することを内容
とした集合物譲渡担保契約を締結する。 
２．同集合物譲渡担保契約の極度額は 30 万円とし、債権の範囲は乙が個別使用契約に基

づく甲への利用料・固定費用等の遅延を含む一切の債務とする。 
３．個別使用契約第 21 条に記載の事由に一つでも違背したとき、甲は乙に対し、予約完
結権行使の意思表示をすることができる。但し、第 21 条③、④の場合、乙は当然に甲

による予約完結権が行使されることを、予め承諾する。 
第２５条（集合物譲渡担保の実行等） 
甲は、第 24 条 3 項の予約完結権の行使が行われた後、その裁量により次の行為ができ

る。なお、かかる行為に要する一切の費用は乙の負担とする。 
①契約物件を開扉すること。 
②収納物を別途管理すること。 
③甲が一般に適当と認める方法、時期及び価格により収納物を換価処分または自ら取得
してその処分代金または取得代金から関連費用を控除した残額を個別使用契約に基づ
く乙の甲に対する債務の支払いに充当すること。 

④未処分の収納物を乙に対して返還すること。 
⑤収納物の処分若しくは換価が困難な場合には廃棄すること。 
２．甲は前項に基づく収納物の処分または取得の結果、その処分代金または取得代金か

ら関連費用を控除した残額から個別使用契約に基づく乙の甲に対する債務の額を控除
し、なお残額が生じたとき、かかる余剰金を乙に返還する。 

３．乙は甲が本条に定める予約完結権を行使するに際し、合理的な保管場所を確保する

こと（但し、当該契約物件と同程度の耐久性及び性質を有することは保証しない。）に
異議なく同意する。 

４．乙は甲が予約完結権を行使した結果について、甲に対して請求を行う一切の権利を

放棄する。なお、本条は、甲が個別使用契約に基づく乙の甲に対する債務の未払金を
回収するために法的措置を講じることを妨げない。 

第２６条（セキュリティ上の同意） 
 乙は、甲施設内の出入りを監視するために設置されたカメラで撮影・録画されたデー
タ、及びセキュリティ記録等を、甲が防犯記録として撮影日・記録日より一定期間保管
することに同意する。 
第２７条（個人情報） 
 甲は、個人情報保護の重要性を認識し、個別使用契約による業務の実施に当たっては
個人の権利・利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければ

ならない。 
２．甲は、個別使用契約により業務に関して知り得た個人情報を、個別使用契約の目的
を達成するために必要な範囲外では使用せず、また正当な理由なく第三者に漏らして

はならない。  
第２８条（準拠法） 
 本約款および個別使用契約の準拠法は、日本法とする。 
第２９条（協議事項） 
 本約款および個別使用契約に定めがない事項ならびに本約款及び個別使用契約におけ
る条項の解釈に疑義を生じたときは、法令に従い、甲、乙誠意をもって協議し、その解

決にあたる。 
第３０条（合意管轄裁判所） 
 甲及び乙は、本約款および個別使用契約に関して裁判上の紛争が生じた場合は、東京

地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。 
 

以上 



【 LIF_1601 】 

個人情報の取扱いに関する同意事項 

契約者及び連帯保証人は、本件保証

委託契約を含む株式会社クレデンスと

の取引の与信判断および与信後の管

理業務のため、以下の個人情報保護

方針ならびに個人情報の取扱いにつ

いて確認し、株式会社クレデンスが収

集、利用し、管理することに同意します。 

 

個人情報保護に関する方針 

株式会社クレデンスは各種債務保証に

関する業務を行うにあたって、個人情

報を様々な形で取扱っております。事

業活動を通じてお客様から取得する個

人情報（以下、「個人情報」という。）は、

当社にとって大変重要な情報資産であ

り、その個人情報を確実に保護すること

は、当社の重要な社会的責務と認識し

ております。よって当社は、個人情報保

護に関する法令、国が定める指針その

他の規範を遵守し、個人情報を正確か

つ誠実に取り扱うため、以下に掲げた

事項を常に念頭に置き、お客様の個人

情報保護に万全を尽くしてまいります。 

 

１．個人情報保護の重要性を当社事業

に従事する役職員一同が認識し、当

社の事業目的を遂行する範囲内で、

適法かつ公正な手段によって、これ

を取得、利用及び提供します。また、

個人情報の目的外利用については

一切これを行いません。目的外利用

の必要が生じた場合、新たな利用目

的の再同意を得た上で利用します。 

２．個人情報に関する法令、国が定め

る指針その他の規範（以下、「法令等」

という。）及び個人情報保護マネジメ

ントシステムを遵守し、個人情報を誠

実に取扱います。また、法令等を常

に把握することに努め、役職員、取

引先に周知し順守いたします。 

３．個人情報の漏えい、滅失又はき損

等の危険に対し、技術面及び組織

面において合理的な安全対策、防

止措置を講じます。また、定期的な

点検を実施し、発見された違反、事

件及び事故に対して、速やかにこれ

を是正するとともに、弱点に対する予

防措置を実施します。役職員、取引

先には安全に関する教育を徹底い

たします。 

４．当社の個人情報の取扱い及び個人

情報保護マネジメントシステムに関

する苦情及び相談については、受け

付け次第、適切、かつ、迅速な対応

をいたします。また、その体制、手順

については確立・整備をおこない、

常に適切に対応出来る体制を維持

していきます。 

５．個人情報を適正に利用し、またその

保護を徹底するために、内部規程順

守状況を監視及び監査し、違反、事

件、事故及び弱点の発見に努め、経

営者による見直しを実施します。これ

を管理策及び内部規程に反映する

ことで継続的に個人情報保護マネジ

メントシステムを見直し、改善してい

きます。なお、改善については法令

等及び JISQ15001に準拠いたします。 

 

個人情報の取扱いについて 

１．事業者の名称 

株式会社クレデンス 

２．個人情報の管理体制 

当社は、個人情報の取扱いに関す

る社内規程を定め、当社個人情報

の取扱いの総責任者となる個人情

報保護管理者のもと各部門個人情

報管理者を選任し、個人情報の管

理体制を整備しています。 

３．個人情報の利用目的 

①契約取引の審査連絡・報告 

②契約の締結、履行及び管理 

③求償権の行使及び債権管理 

④家賃収納管理業務 

⑤問合せ・相談内容に対する回答、

確認 

⑥その他上記各号に付随する業務 

４．個人情報の第三者提供について 

お預かりした個人情報を、ご本人の

同意なく第三者へ提供することはあり

ません。個人情報を第三者へ提供す

る場合には、法令に基づく命令など

を除き、必ず事前にお客様の同意を

いただいた上で行います。 

５．個人情報の取扱いの委託について 

当社では上記の利用目的を遂行す

るために、お預かりした個人情報を

第三者に委託することがあります。個

人情報を委託する場合には、十分な

個人情報保護の水準を備える者を

選び、指導・管理を実施し、適切に

取扱います。 

６．開示対象個人情報の開示等および

問合せ窓口について 

提供いただきました個人情報の開示

等(利用目的の通知、内容の照会、

訂正、追加、削除、利用・提供の拒

否)の請求につきましては、当社所定

の窓口にて、合理的な範囲で適切に

対応致します。その際は、当社指定

の必要書類にてご本人様及び請求

内容の確認をさせていただきますの

で、以下のお問合せ窓口よりお申し

出下さい。 

【個人情報の取扱いに関するお問い

合わせ先】 

個人情報保護相談窓口 

Tel. 03-5213-1122 

Mail:privacy@credence-credit.co.jp 

 

７．個人情報をご提供いただくにあたっ

ての注意事項 

個人情報をご提供いただくかどうか

は、お客様の任意となります。ただし、

個人情報の提供に同意いただけな

い場合、上記利用目的を遂行でき

ない場合がございます。 

８．本人が容易に認識できない方法に

よる個人情報の取得 

当社では、本人が認識できない方法

によって個人情報を取得することは

ありません。万一、上記のような個人

情報の取得を行うときは、その旨を本

人に通知し、同意を取った上で取得

いたします。 

９．個人情報の安全管理措置について 

JISQ15001:2006（個人情報保護マネ

ジメントシステム 要求事項）に則し、

徹底した情報管理教育のもと、保有、

利用する個人情報の漏えい、滅失又

は棄損を防止するために、適切なセ

キリュティ対策を実施して個人情報を

保護いたします。 
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あんしんトランクルーム保証  

保証委託契約約款 

賃借人（以下「乙」という）と株式会社ク

レデンス（以下「丙」という）は、賃貸人

（以下「甲」という）と乙との間で締結さ

れたレンタルスペース（以下「本物件」と

いう）に係る一時使用契約（以下「原契

約」といい、一時使用目的の賃貸借契

約を含む）に関し、次のとおり保証委託

契約（以下「本契約」という）を締結する。 

 

第 1 条（保証委託契約） 

① 乙は丙に対し、原契約に基づいて

乙が甲に対して負担する債務に関

し、次条以下に定める内容に従い

連帯して保証することを委託し、丙

はこれを受託する。 

② 丙は、乙から保証委託の申し込み

を受け、その保証委託を引き受ける

場合には、丙が承認した承認番号

を交付することをもって受託の証と

する。 

 

第 2 条（保証料） 

① 乙は丙に対し、下記に定める保証

委託契約書（以下「本契約書」とい

う）記載の保証料を支払うものとす

る。 

ⅰ．「年間保証型」の場合には、本契

約締結時に初回保証料を支払

い、本契約締結以後 1 年毎に年

間保証料を支払うものとする。 

ⅱ．「月次保証型」の場合には、本契

約締結時に初回保証料を支払

い、その後、本物件使用月の前

月末日までに当該使用月分の月

額保証料を支払うものとする。 

② 本契約は、保証会社が承認した承

認番号の記載のある本契約書を保

証会社が受領し、且つ保証会社指

定の銀行口座に初回保証料が振り

込まれたときに効力を生じるものと

する。 

③ 原契約が期間満了前に終了した場

合であっても、乙は第 1 項により支

払った保証料の返還を請求しない

ことを予め承諾する。 

 

第 3 条（保証範囲） 

① 乙が甲に対して負担する債務のう

ち、丙が甲に対して連帯して保証

する債務の範囲は下記のとおりと

する。 

ⅰ．原契約に基づいて乙が負担する

滞納使用料等 

ⅱ．原契約が解除された場合に生じ

る解除後、本物件明渡しまでの

間の使用料等相当損害金 

ⅲ．本物件明渡しまでに要する通知、

支払督促、訴訟、本物件内に残

置された動産の撤去、保管、処

分その他法的手続きに必要な費

用（弁護士費用を含む） 

② 前項第 1 号および第 2 号に定める

保証履行の限度額は、第 1 号およ

び第 2 号を合算して使用料等の 6

ヶ月分相当額とし、丙は甲に対し、

保証限度額から丙の保証債務履行

額（乙から現実に回収した求償金

は除く）を控除した金額の限度内に

おいて保証責任を負担する。 

 

第 4 条（免責事項） 

① 丙は、以下の債務については、特

約なき限りその責めを負わない。 

ⅰ．滞納使用料等の遅延損害金等 

ⅱ．原契約の早期解約時における違

約金等 

ⅲ．解約予告通知義務違反の場合

における違約金等 

ⅳ．原状回復費用 

ⅴ．戦争、地震、天変地異等不可抗

力によって生じた損害 

ⅵ．火災、ガス爆発、自殺等、乙の

故意・過失によって生じた損害 

ⅶ．乙が刑事事件等に関与したこと

により、公的機関からの捜査によ

り逃亡もしくは身柄拘束または収

監された期間中およびその期間

以後に履行遅滞に陥った使用料

等 

ⅷ．乙が甲の承諾なく鍵を交換した

場合の、開錠費用・鍵交換費用 

ⅸ．その他、前条①に含まれない債

務 

② 甲又は甲の代理人である管理会社

が以下に該当したときは、丙は甲に

対する保証債務について、該当す

る部分に関する責任を免れる。 

ⅰ．乙が使用料等の全部又は一部

を滞納したにも拘らず、甲が丙に

対し、当該使用料等の支払期日

の翌日から起算して１ヶ月以内に

滞納報告をしなかったとき 

③ 甲又は甲の代理人である管理会社

が以下の各号の一つにでも該当し

たときは、丙は本契約に基づく一切

の保証債務について責任を免れる。

この場合、保証会社が既に保証債

務を履行していたときは、甲は丙に

対し、当該履行額に相当する金額

を直ちに返還しなければならない。 

ⅰ．原契約及び本契約について、故

意又は重大な過失により、丙に

対し、事実と異なる報告・説明・

取次ぎ等をしたとき 

ⅱ．乙が原契約に違反した際の、原

契約解除及び本物件明け渡しの

速やかな実現に向けて、丙に対

する協力をしないとき 

ⅲ．甲が原契約における地位を第三

者に承継する以前に、本契約の

承継について、甲、本契約の承

継人及び丙が事前に書面で合

意していないとき 

ⅳ．その他、前各号に関連する、ま

たは相当する事象が発生したと

き 

 

第５条（原契約記載内容の変更の届出） 

本契約締結後、原契約の記載内容に

変更が生じたとき、又は原契約が終了

となったときは、乙は丙に対し、速やか

にその旨及びかかる変更の内容を届け

出なければならない。 

 

第６条（保証債務の履行） 

① 乙が原契約に基づき負担する債務

の履行の全部又は一部を遅滞した

ため、丙が甲から保証債務の履行

を求められたときは、丙は、乙に対

して何らの通知なくして保証債務を

履行した上、次項に基づき求償す

ることができる。 

② 丙が保証債務の履行をしたときは、

乙は丙に対し、その保証履行額、

保証履行に要した費用その他求償

実行または保全のために丙が負担

した費用を速やかに償還しなけれ

ばならない。 

③ 乙が原契約に基づき甲に対して負

担する債務を履行しないことにつき

正当な事由がある場合には、乙は

丙に対し、使用料等の支払日の前

日までにその事由を連絡しなけれ

ばならない。 

④ 乙は前項の連絡を怠った場合、前

項の事由の存在を理由に丙の求償

請求を拒むことはできない。 

 

第７条（事前求償） 

① 乙について次の各号のいずれかに

該当する事由が生じたときは、丙は、

保証債務の履行前であっても、乙

に対し事前に求償権を行使するこ

とができる。 

ⅰ．原契約又は本契約の各条項に

一つでも違反したとき 

ⅱ．仮処分、仮差押、強制執行、担

保権の実行としての競売の申立

てを受けたとき 

ⅲ．破産、特別清算開始、民事再生

手続開始又は会社更生手続開

始の申立てがあったとき 

ⅳ．原契約記載内容の変更に関す

る届出を怠るなど、乙の責めに

帰すべき事由により丙に乙の所
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在が不明となったとき 

ⅴ．前各号のほか求償権の保全を必

要とする相当の事由が生じたとき 

② 丙が前項により乙に対して求償権

を行使する場合、乙は、民法第 461

条（主債務者の免責請求）に基づく

抗弁権を主張できないことを予め

承諾する。 

 

第 8 条（遵守事項） 

① 乙は、原契約の各条項を誠実に遵

守しなければならない。 

② 原契約が事由の如何を問わず終了

した場合、乙は甲に対し、物件を速

やかに明渡さなければならない。 

 

第 9 条（特則） 

① 乙に使用料等の滞納が生じた場合、

丙は乙に対し、電報、電話、訪問、

文書の差置、封書による通知など

相当の手段・方法により支払の督

促をすることができる。 

② 乙は、以下の各号に該当する事由

が発生し、甲乙間の信頼関係が破

壊したと認められる場合、丙に対し、

乙に変わって原契約を解除する権

限をここに授与する。 

ⅰ．乙が、原契約に基づく使用料等

の支払を相当期間行わなかった

とき 

ⅱ．丙が、賃借人から届出を受けた

連絡先に督促を行ったにもかか

わらず、相当期間乙本人との会

話又は面談を行うことができない

とき。 

③ 前項による他、法令上認められてい

る場合や乙の承諾がある場合等の

正当な理由がある場合、丙は乙に

代わり原契約を解除できる。 

④ 法令上認められている場合や乙の

承諾がある場合等の正当な理由が

ある場合、丙は、甲から本物件の合

鍵を借り受けて本物件に立ち入る

ことができる。 

⑤ 解除その他の理由により原契約が

終了した後、相当期間を経過しても

乙が本物件の明渡しを完了しない

ときは、乙は丙に対し、丙が本物件

の明渡し手続をすることを予め承諾

する。この場合乙は本物件内に残

置された動産類の所有権を放棄し、

丙の自由な処分に委ねるものとす

る。 

 

第 10 条（集合物譲渡担保） 

① 乙は、本契約に基づく丙に対する

一切の債務を担保するため、本物

件内に存する一切の動産類（以下

「担保動産」という）につき譲渡担保

を設定し、本物件内に搬入された

全ての動産は、搬入に際し特段の

意思表示なくしても、占有改定の方

法により丙に引き渡されたものとす

る。 

② 乙は、原契約の存続中、担保動産

を自由に搬出または処分すること

ができ、搬出又は処分された動産

は担保動産から除かれるものとする。 

③ 原契約が終了した場合、丙は本物

件内の担保動産の占有を本物件

の外に移すことができる。 

④ 原契約が終了し、乙の丙に対する

債務が不履行の場合は、丙は乙に

対し、債務の履行を催告するととも

に、譲渡担保を実行する旨の通知

を乙の届出住所に発送し譲渡担保

権を実行することを公示する。前記

の通知あるいは公示にもかかわら

ず、乙から丙に対し債務の履行が

ない場合は、通知の日から 15 日を

経過した以降は、公正な第三者の

立会いの上、担保動産を譲渡又は

廃棄等の任意の方法により処分す

ることができ、その場合、それに要

した経費を除いて、なお換価金に

余剰のあるときは乙の丙に対する

債務の弁済に充当することができる。 

 

第 11 条（清算金の交付） 

原契約に基づく甲の担保権の実行によ

り清算金が発生した場合には、丙は甲

からその全部又は一部を受領して、乙

の丙に対する債務の弁済に宛てること

ができるものとする。 

 

第 12 条（保証期間） 

① 本契約に定める丙の甲に対する保

証の有効期間は、保証契約日より

乙が本物件の明渡しを完了するま

でとする。 

② 前項にかかわらず、以下の定める

事由のいずれかが発生した場合、

その時をもって、本契約に定める丙

の甲に対する保証は終了するもの

とする。但し、当該事由につき丙の

書面による承諾があった場合はこ

の限りでない。 

ⅰ．本物件の用途が変更された場合 

ⅱ．乙の原契約上の地位が第三者

に移転した場合 

ⅲ．原契約に基づく賃貸借の譲渡・

変更がなされた場合又は本物件

の占有者に追加・変更等があっ

た場合 

ⅳ．原契約の内容に重大な変更があ

った場合 

 

第 13 条（再委託） 

丙は、本契約に基づき乙から受託また

は授権された事務の一部を丙が任意

に選定する第三者に再委託することが

できるものとする。 

 

第 14 条（追加的措置） 

丙が本契約の目的を達するために必

要と認めた場合、乙は、丙からの請求

に基づき、速やかに契約書その他の必

要書類を作成し、丙に交付するものと

する。 

 

第 15 条（合意管轄） 

本契約に関し紛争が生じた場合、東京

地方裁判所を第一審の専属的合意管

轄裁判所とする。 

 

第 16 条（協議事項） 

本契約に定めのない事項については、

乙及び丙は関係法規及び慣習等に従

い誠意をもって協議のうえ処理するもの

とする。 

 

第 17 条（賃料等の集金・送金） 

①  乙が、原契約に基づき甲（甲の代 

理人である管理会社または原契 

約を仲介する仲介会社を含む。以 

下、本条において同じ）に支払う 

賃料等の集金・送金業務について 

は、別途、甲と丙とで締結した「賃 

料等の収納代行に関する契約書」 

に基づき、丙が行うものとする。  

②  丙が乙から賃料等を集金する方 

法は、預金口座振替規定に基づ 

き、乙の指定した預金口座から引 

き落とすものとする。  

③  前項に定める賃料等の引き落とし 

日は、毎月 27 日（金融機関が休 

業日の場合は翌営業日）とする。  

④  丙は、乙から集金した賃料等を、

甲の指定した口座に送金するもの 

とする。 

⑤  丙が賃料等の集金・送金業務を行

うにあたり、本契約書に記載の決

済サービス料を徴収するものとす

る。また、決済サービスは乙の負

担とする。 
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